
私立
（1203）

回答者の属性

0 20 40 60 80 100
● ● ● ● ● ●

国公立
（401）

私立
（1203）

国公立
（304）

私立
（1163）

国公立
（401）

55.6 21.2 19.2

2.7

1.2

63.6 15.4 12.7 0.9

園長 副園長または教頭 主任
その他

無答不明

役職

園の設置形態

園児数

0 20 40 60 80 100
● ● ● ● ● ●

6.2 93.0 0.7

7.5 86.4

1.7

3.9

0.5

国立 公立 無答不明

個人
その他の法人宗教法人 学校法人

※「無答不明」の園は、園名を元に種別を調べて分類し、分析に利用した

※（　　）内はサンプル数

0 20 40 60 80 100
● ● ● ● ● ●

16.846.45.9 26.6 2.3

24.017.8 21.0 19.3

1.1

16.9

2.0

29人以下
30人以上
79人以下

80人以上
129人以下

230人
以上

130人以上
179人以下

180人以上
229人以下

※無答不明を除く　※記入された園児数をもとに分類した

（％）

（％）

（％）

　

　２歳児の受け入れや、就園前の親子登園など、

より低年齢の子ども（親子）を受け入れる園の実

態がわかりました。また、園庭開放や子育て相談、

保育参加など、保護者への働きかけを強める動き

や、小学校との交流活動も見られました。幼稚園

は年齢的な縦の広がりと、保護者との連携という

横の広がりを見せています。

　子育て支援活動に関しては、「保護者の成長が

期待できる」と効果を認める意識と、「教職員の

負担が大きい」という懸念の両方が存在している

こともわかりました。

　よりよい幼児教育・保育を推進するには、幼稚

園教員の待遇改善や子育て支援のための人的配

置、それを実現するだけの財政的な支援が必要だ

と思われます。個別の園の努力を超えた国の施策

による改善も期待されます。

調査結果
から
わかった
こと

幼稚園における
子育て支援の実態
「第１回 幼児教育・保育についての基本調査（幼稚園編）」より

データから見る幼児教育
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　ベネッセ次世代育成研究所では、全国の国公私立幼稚園
を対象に、幼稚園教育の実態に関する調査を行いました。
近年、幼稚園に対して、行政あるいは地域から子育て支援
をはじめ、様々な役割が期待されています。調査からは新
たな役割を果たすようになった幼稚園の姿が読み取れま
した。今号では、特に子育て支援にかかわるデータを中心
にご紹介します。

調査の概要
【テーマ】
国公立・私立幼稚園の教育活動、子育て支援等
に関する意識・実態調査

【方法】
郵送法（自記式アンケートを郵送により配布・
回収）

【時期】
2007 年 6 月

【対象】
・全国の園児数30人以上（一部、園児数不明の園
も含む）の国公私立幼稚園の園長・副園長（教
頭）・主任の先生（1園につき1名が回答）
・発送数、回収数（有効回答数）、回収率は下表
の通り　

        　　　　　     合計    　 国公立  　　  私立   
発送数　　　　　7,100　　 1,420　　　5,680  
回収数（有効回答数）    1,604　　　401　　　1,203  
回収率　　　　  22.6％　　28.2％　　  21.2％ 

私立の約４園に１園が
２歳児を受け入れている

　今回の調査では、私立幼稚園の26.4％が２歳児

を子育て支援として受け入れていることがわかり

ました（図１- １）。さらに、受け入れている園

の71.9％は「平日に毎日」と回答しています（図

１- ２）。学校教育法では、「幼稚園に入園するこ

とのできる者は、満３歳から、小学校就学の始期

に達するまでの幼児とする。」とあります。満３

歳に達しない子どもを幼稚園が受け入れたとして

も、原則的には行政からの補助金の対象外になり

ます。

　それにもかかわらず、私立幼稚園の約４園に１

園が２歳児を受け入れている背景の一つには、地

域の保護者からの期待があると思われます。少子

化により地域に同年齢の子どもが集まる場所が少

なくなっていたり、育児をする保護者が自分の時

間を求める場合もあるでしょう。また一方では、

早い段階から親子と接点を持つことで、園児獲得

を見据えている園もあるようです。

さらなる充実が望まれる
２歳児の受け入れ体制

　２歳児を受け入れている園の57.7％は「２歳児

だけの学級」があると回答していますが、24.9％

では、２歳児も「３歳児の学級」に入るようです

（図１- ３）。２歳児を受け入れる場合、その発達

段階を十分に考慮した活動内容やグループ編成が

望ましいことは文部科学省による通知でも示され

ています。受け入れの体制については各園におけ

る工夫と、自治体等による支援が望まれます。

2歳児の
受け入れに
ついて

以下、２歳児を受け入れている私立園のみ
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0 20 40 60 80 100
● ● ● ● ● ●

図１-１●２歳児の受け入れ有無 （％）

国公立
（401）

私立
（1203） 26.4 72.6 1.1

0.7 98.0 1.2

受け入れていない 無答不明受け入れている

0 20 40 60 80 100
● ● ● ● ● ●

図１-３●２歳児が入る学級 （％）

私立
（317） 57.7 24.9 12.9 4.4

２歳児だけの学級 ３歳児の学級 その他 無答不明

0 20 40 60 80 100
● ● ● ● ● ●

図１-２●２歳児の受け入れ頻度 （％）

私立
（317） 71.9 8.2 12.3

3.2

4.4

平日に毎日

無答不明
週に１、２日

その他週に３、４日

※以下すべて、「国公立」「私立」のあとの（　　）はサンプル数



以下、３歳児の親子登園を
実施している園のみ
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半数以上の園で、
親子登園が行われている

　親子登園の実施率を調べたところ、０～２歳児

では、国公立の40.6％、私立の59.7％でした（図

２- １）。未就園の３歳児では、国公立の52.4％、

私立の63.2％と過半数の幼稚園で行われているこ

とがわかりました（図２- ２）。３歳児の親子登

園の頻度は、国公立・私立ともに「月に１～３

回」という回答が最も多く、国公立では49.1％、

私立では44.8％という結果になりました（図２-

３）。私立では「週に１回」という回答が次に多

く21.3％で、親子登園を定期的に行う園も多いよ

うです。

園により、親子登園の活動は様々である

　親子登園を実施している園では、どのような活

動が行われているのでしょうか。内容を見てみる

と、実施している園のうち、国公立では半数以上

が「園庭、園舎を開放している」（84.8％）、「親

子で参加するプログラムがある」（66.1％）、「園

の行事に参加する」（64.2％）、「園児の活動に参

加する」（52.1％）という状況でした（図２- ４）。

私立も同様に、「親子で参加するプログラムが

ある」（83.2％）、「園庭、園舎を開放している」

（71.4％）となりました。親子が楽しんで活動に

参加したり、幼稚園に親しみを持てるように、各

幼稚園は工夫して取り組んでいるようです。

未就園児
の
親子登園
について

データから見る幼児教育

0 20 40 60 80 100
● ● ● ● ● ●

図２-１●０～２歳児の親子登園の有無 （％）
　※無答不明を除く

国公立
（288）

私立
（973）

40.6 59.4

59.7 40.3

受け入れている 受け入れていない

0 20 40 60 80 100
● ● ● ● ● ●

図２-２●３歳児の親子登園の有無 （％）
（就園している場合を除く）　※無答不明を除く

国公立
（315）

私立
（997）

52.4 47.6

63.2 36.8

受け入れている 受け入れていない

0 20 40 60 80 100
● ● ● ● ● ●

図２-３●３歳児の親子登園の頻度 （％）

国公立
（165）

私立
（630）

49.19.7 29.1 6.1 1.2

平日に毎日

年に数回 その他
無答不明

月に1～3回
週に2～4回

週に1回

1.8 3.0

44.821.38.9 12.9 5.1

2.1 5.1

84.8
71.4

66.1
83.2

0.6
5.2

20.0
38.2

64.2
46.3

52.1
22.2

3.6
7.0

プログラムがある

絵画教室などがある

園の教員が対応する

図２-４●３歳児の親子登園の内容 ※複数回答 （％）

国公立（165）
私立（630）

園庭、園舎を開放している

親子で参加する

子ども対象の体操クラブや

始めと終わりに

園の行事に参加する

園児の活動に参加する

その他

以下、認定こども園に申請する予定がない園のみ
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私立の22.3％が「申請を検討中である」

　次に、認定こども園への申請・認定状況につい

て見ていきます。2006年から始まった「認定こ

ども園」は、2007年８月１日現在で認定件数は

105件となっています。（文部科学省・厚生労働

省幼保連携推進室発表資料より）幼稚園・保育所

の数と比べるとごくわずかですが、就学前の子ど

もに幼児教育と保育を提供し、地域においては子

育て支援を行う機能を担うこの施設が今後どのよ

うに普及していくのかは、注目されるところで

す。今回の調査では、今後の予定について、私立

の22.3％が「申請を検討中である」と回答してい

ます（図３-１）。

私立の非申請理由のトップは
「施設・設備の面で対応できない」

　今後、幼稚園が認定こども園へ移行していくか

を予測する一つの材料とするため、「申請する予

定がない」園にその理由を複数回答で聞いてみま

した（図３- ２）。最も多かった回答は、国公立

では「設置者の方針」で53.3％、私立では「施設・

設備の面で対応できない」で49.8％でした。私立

では次に「補助金に期待できない」「経費確保が

困難である」という理由が続きます。私立の場合、

認定こども園の認可を受けるためには施設・設備

の充実が必要だが、補助金には期待できないし、

経費確保が困難であるという状況があるようで

す。認定こども園が増えるかどうかは、国や自治

体による財政的な支援や施策も大きく影響してく

ると考えられます。

認定
こども園
について 0 20 40 60 80 100

● ● ● ● ● ●

図３-１●認定こども園の認定状況 （％）

国公立
（401）

私立
（1203）

79.6 7.5 10.5

68.6 22.3 3.9

無答不明
認定を受けている

認定を受けていないが、
申請している

認定を受けていないが、申請する予定である

認定を受けていないが、
検討中である

認定を受けていないし、
申請する予定もない

0.5
0.5

3.1

0.7
1.4

1.5

図３-２●認定こども園に申請する予定がない理由 （％）
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25.6

17.1
15.2

13.7

11.2

10.9
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49.8
国公立（319）

※複数回答

私立（825）
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0.9 0.9
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「保育参加」は、国公立の77.1％、
私立の49.0％が行っている

　保護者とのコミュニケーションについて、国公

立では８割以上の園で「保育参観」「園便り」「学

級懇談会」「送迎時のやりとり」「講演会」「保護

者会」が行われていました（図４- ２）。私立で

は実施率の上位から順に「保育参観」（95.5％）、

「園便り」（87.9％）、「個人面談」（79.0％）でした。

国公立と私立で最も差があったのは「保育参加」

で、実施率は国公立の77.1％、私立の49.0％でし

た。保育参加は、保護者が保育を参観するだけで

はなく、保育そのものにかかわることで幼稚園教

育の理解を深めたり、自分の子どもを客観的に見

られるようになるという報告が、実践している園

の先生から聞かれます。保護者への事前の説明も

含めて幼稚園側の準備が必要になりますが、これ

も子育て支援の重要な方法の一つでしょう。

データから見る幼児教育

77.1
66.2

72.8
67.3

65.8
43.9

51.0
63.8

59.6
44.3

35.4
26.2

29.7
19.5

28.2
27.0

25.7
20.0

3.7
10.5

41.6
34.2

37.9
42.9

（幼稚園教職員による）

（外部講師による）

（幼稚園教職員による）

（お弁当も含む）

子育てサークルなどの支援

などの専門家による）

学童保育

図４-１●様々な子育て支援の実施有無
※「行っている」の％

園庭の施設開放

子育て相談

子育て講座・講演会

子育て情報の提供

公開保育

父親と子どもの交流の場

保育室などの施設開放

子育て講座・講演会

食育を意識した調理実習

子育て相談（カウンセラー

小学生以上を対象とした

国公立（401）
私立（1203）

多くの園で園の施設を開放したり、
教職員による子育て支援が行われている

　国公立・私立ともに、半数以上の園で「園庭の

施設開放」「幼稚園教職員による子育て相談」「子

育て情報の提供」が行われていました（図４-１）。

子育て支援というと、特別な取り組みのようなイ

メージがありますが、すでにある園の施設や人材

をうまく活用しているところが多いようです。さ

らに「子育て講座・講演会」「公開保育」「父親と

子どもの交流の場」など、子育ての参考になるよ

うに幼稚園が保護者に学習や交流の場を提供した

り、幼稚園教育の理解を深めるような活動をして

いる園も見られました。

様々な
子育て支援

図４-２●保護者とのコミュニケーション
　　　  のために実施していること
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※複数回答

7.4

51.6

40.0

70.0

87.9

68.5

79.0

49.0

95.5

71.4

63.1

78.076.2

国公立（401）
私立（1203）

89.3

81.5

83.3

97.0

79.6
86.3

90.5

74.8

54.6

26.2

1.5

55.6

77.1

子育て支援を行うことについての意見や要望

※自由記述から一部抜粋したものです。できる限り原文を重視しましたが、文意を損ね
ない程度に、表現などを一部修正しています。

● 効果を認めたり、期待する声
・人を育てる幼稚園においては必要なことと思います。子を育てるのは、親を育
てること。大切なことと思います。
・「子育て」を取り巻く環境の変化により、子育て不安をもつ保護者への支援、子
どもたちの交流の場として、幼稚園が支援を行っていく意義は大きいと思う。
・園を開放することによって、お互い（保護者同士）不安に思っていることを話合
うことができ、安心感を持つ。

● 実施面での課題をあげる声
・必要な方（希望者）には積極的に支援したいと思うが、人的配置が少ない現在の
状況ではニーズに応じるようにできずにくやしい。
・園舎、教職員数、園児数の現状では困難点が多々ある。それ相応の施設・設備
と人的・資金面等々、課題は多い。
・園で預かっている子どものための保育準備、園運営だけでも、かなりの責務で
ある。その上、子育て支援となると、どちらも片手間になりそうで不安。せめ
て、職員を継続的にフォローできる専門のスタッフ配置やシステムを構築して
ほしいと願う。

● 懸念の声など
・サービスとまちがっている保護者が多いようである。自分の子どもは、自分で
「しつけ」をすることが必要という意識が低い。
・本来の幼稚園教育から離れていくように感じる。現場の職員は、日々、園児だ
けでなく保護者との対応に追われるなか、もっと行政や地域などで子育て支援
を工夫してもらえないだろうか。幼稚園だけに重荷がかかってくるように思う。
・様々な分野で子育て支援活動が行われているので特に幼稚園でということは必
要ないと思っている。

13

「期待」も大きいが、
「負担」も大きい子育て支援

　幼稚園で子育て支援を行うことについて、現場

の先生方はどのように感じているのでしょうか。

今回の調査では、国公立・私立ともに最も数値が

高かったのは「保護者の成長が期待できる」でし

た（図４-３）。他に「園の経営上、プラスになる」「乳

幼児の教育・保育環境がよくなる」という効果を

認める項目とともに、「教職員の負担が大きい」と

いう項目も、国公立の74.5％、私立の68.7%の幼

稚園が「とてもそう思う」「まあそう思う」と回

答していました。

さらに推進するためには、
施設・設備の充実、
人的配置などの支援が必要

　自由回答からは、現場の先生方の多くが子育て

支援を幼稚園で進める必要性を感じながらも、思

うようにできないジレンマを抱えていることがわ

かりました。現在は、地域の保護者からの要望や

行政からの方針を受けて、精一杯できる範囲で各

園が努力して取り組まれているようです。行政や

自治体による支援が必要と思われますが、それと

同時に、幼稚園が横のつながりをいっそう強め、

子育て支援の取り組みや工夫について情報共有を

したり、議論したりする場も求められているので

はないでしょうか。

子育て
支援への
意識に
ついて

図４-３●子育て支援への意識
※「とてもそう思う」＋「まあそう思う」の％

保護者の成長が期待できる

教職員の負担が大きい

園の経営上、プラスになる

乳幼児の教育・保育環境がよくなる

保護者の依存を招く

園の本来の教育活動の質にマイナスの影響がある

85.1
76.4
74.5

68.7
73.1
72.2

71.3
74.3

25.5
28.8

16.4
13.7

国公立（401）
私立（1203）

※調査の結果を詳細に掲載した「速報データ集」をご希望の方は、ベネッセ次世代育成研究所
までご連絡ください。


